














































































1.切土工・基礎工 

地山掘削、整地を行い親杭パネル

が安定して据付けられるように基

礎コンクリートを打設 

 

 

2.杭工（削孔） 

杭工（削孔）には、足場を使う大口

径ボーリングマシン方式と足場不

要の移動式クレーン方式あり 

 

3.杭工（建込み） 

親杭の建込み・根固めモルタル注

入 

 

4.親杭パネル設置・中詰め工 

親杭パネル設置・中詰めモルタル

打設・背面盛土・仮設解体 

 

5.アンカー（タイロッド）工

（削孔・定着） 

アンカーには、グラウンドアンカ

ー工・タイロッド工を選択可能 

 

6.笠コンクリート・背面盛土

工 

背面盛土、アンカー緊張、笠コンク

リート打設 

 

7.完成 

 

 

 

図-3 親杭パネル壁工法の標準的施工手順 
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3. 親杭パネル壁工法の適用事例 

以下に、親杭パネル壁工法による災害復旧の事例

を 2 件紹介する。 

3.1. 北海道胆振東部地震の災害復旧適用事例 

 2018 年 9 月に発生した北海道胆振東部地震（図-

4）は、北海道の胆振地方東部を震源とし、厚真町

で最大震度 7 を観測した。その結果、震源地周辺で

広範囲に大規模な斜面崩壊が発生した。厚真町幌内

に建設された厚幌ダムは、厚真町のかんがい用水や

水道用水の安定的な供給のため、平成 26 年にダム

本体工事に着手し、平成 30 年に試験湛水を終了し

て供用を開始した。しかしながら、当該地震によっ

て貯水池周囲において大規模な地すべりや斜面崩

壊が発生し、大量の土砂や倒木がダム貯水池へ流入

してダム機能を著しく低下させた。このため、流入

した土砂や倒木を除去するとともに、地すべり対策

や法面対策を講じる必要があった。しかし、被災箇

所へアクセスする林道も斜面崩壊とともに崩落し

ており、まず林道の復旧工事が優先的に進められた。その復旧に際して、大規模な切土を必要とせず、プレキ

ャスト製品を使用した早期復旧が可能な親杭パネル壁工法が採用された（写真-1〜3）。 

  

写真-1 親杭パネル壁設置状況 写真-2 アンカー工削孔状況 

  

写真-3 全景（左：施工前 右：施工後） 

図-4 地震の概要と震度分布(出典先：気象庁) 
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3.2. 熊本県球磨川流域での適用事例 

2020 年 7 月に九州地方を襲った令和 2 年 7 月豪雨では、熊本県を流れる球磨川流域において河川水位が上

昇し、堤防の決壊や河川沿いの道路橋の流出、路肩の崩壊および擁壁倒壊（写真-4）などの被害をはじめ、公

共土木施設やインフラに大きな被害が発生した。 

この豪雨の発生前、熊本県は八代市および球磨村において国道 219 号の拡幅および嵩上げを目的とした道

路改良事業を施工していた。この時の道路計画高は、川辺川ダムを「貯留型」として計算された高水位をもと

に設計されており、国道の拡幅および嵩上げ工法は現場打ち横矢板壁工法が標準であったが、一部で親杭パネ

ル壁工法が採用されていた。被災後、沿線の各種道路擁壁が修復不可能な状態まで被災したにもかかわらず、

先行して施工された親杭パネル壁工法は基礎の洗掘（写真-5）は受けたものの、山留め壁体および道路に異常

がなかったことから、以後、擁壁の復旧工法として採用された（写真-6）。 

さらに、九州地方整備局八代復興事務所は、球磨川沿いの国道 219 号の球磨村神瀬地区および伊高瀬地区

（写真-7）において、拡幅および嵩上げ事業の大部分を現場打ち横矢板壁工法によって発注していたが、工期

短縮や現場作業の削減を図れる親杭パネル壁工法を施工者側から提案し、採用されることとなった。 

  

写真-4 鋼管杭＋鋼矢板擁壁の倒壊 写真-5 親杭パネル壁の基礎洗堀状況 

  

写真-6 親杭パネル壁工法復旧状況 写真-7 親杭パネル壁工法復旧状況(伊高瀬地区) 

 

4. おわりに 

これらの事例から、親杭パネル壁工法は災害時の早期復旧に加えて、施工の合理化や耐久性の向上にも寄与

することが確認された。特に、プレキャスト製品の活用による工期短縮、基礎掘削範囲の縮小による環境負荷

の低減、アンカーや軽量盛土材との併用による高い適用性は、急峻地形や河川沿いなど厳しい現場条件におい

て有効である。今後は、重要インフラの復旧・整備において本工法の活用が一層進むことで、地域の防災力強

化と持続可能なインフラ整備の推進に貢献できるものと確信する。 
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インフラ整備に貢献する新しい地盤改良工法 HCM 工法（Hybrid Control Mixing Method） 

 

三信建設工業株式会社  島野  嵐*1 

株式会社エヌ、アイ、テイ 中西 康晴*2 

 

１．はじめに 

深層混合処理工法であるスラリー攪拌工法は、道路、河川、港

湾、空港、造成工事など、社会基盤の軟弱地盤対策として多くの施

工実績を有する地盤改良工法である。しかしながら近年の厳しい

社会情勢の中、工期短縮・工費削減といった建設市場のニーズが高

まり、これに伴いスラリー攪拌工法は大口径化が進んでいる、その

結果、軟弱地盤改良工法でありながらベースマシンも大型化が避

けられない状況となっている。このような現状を鑑み、我々は、機

械攪拌と高圧噴射の技術を融合させることで、小型なベースマシ

ンで改良径φ2000mm を超える大口径かつ高速施工を可能にした複

合噴射攪拌式深層混合処理技術「HCM 工法 Hybrid-Control-

Mixing Method」を開発した。本稿では地中傾斜計を用いた変位計

測結果および実大実験を行った改良体の出来形・改良地盤の品質

確認について述べる。 

２．工法概要 1) 2) 

本工法は、写真-1 に示す 25t クラスの小型地盤改良機を用い、

セメントスラリーを高圧噴射できる特殊ノズルと攪拌翼を組み合

わせた写真-2 で示す攪拌装置により、φ1,600～2,400 mm の大口

径改良体を造成する深層混合処理工法である、表-1 に本工法の標

準施工仕様を示す。 

本工法は図-1 に示す 2 タイプ（M1、M2）の攪拌翼（上段φ

1600 mm、下段φ1200 mm ）を選択できる。M1 タイプは図-1(b)

に示す 2 段の攪拌翼を有し、下段翼下部に位置した噴射ノズ

ルから下段翼外周部に向けてセメントスラリーを噴射しさら

に下段翼外周から上段翼外周部に向けてセメントスラリーを

噴射する。M2 タイプは M1 タイプ同様、図-1(c)に示す 2 段の

攪拌翼を有し、下段翼下部に位置した噴射ノズルから下段翼

外周部に向けてセメントスラリーを噴射する。さらに下段翼

外周から上段翼外周部に向けてもセメントスラリーを噴射す

る。上段翼の外周部には外側にセメントスラリーを噴射でき

るノズルを備え、拡径噴射をすることで最大 2,400 mm の大口

径改良体の築造ができる。 

 

*1 Arashi Shimano      東京都台東区柳橋 2-19-6  ・TEL 03-5825-3707・FAX 03-5825-3707 

*2 Yasuharu Nakanishi  東京都渋谷区宇田川町 37-10 ・TEL 03-3481-8986・FAX 03-3485-1245

写真-1 施工機全景 

 

写真-2 攪拌装置 

表-1 標準施工仕様 

適⽤範囲
項⽬

M2M1
φ2200〜2400 mmφ1600 mm改良径

320 L/分吐出量
1.5 分/m1.0〜1.5 分/m貫⼊時間

2.0〜3.0 分/m1.0 分/m引上時間

20〜30 rpm回転数

30MPa噴射圧⼒

粘性⼟：N値≦2
標準

⼟質
条件

砂質⼟：N値≦10

粘性⼟：N値≒5粘性⼟：N値≒8
上限

砂質⼟：N値≒10砂質⼟：N値≒20
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また、本工法はセメントスラリーを高圧噴射することから、一般的な低圧噴射の単軸式のスラリー攪拌工

法と比較し、攪拌時に土の細粒化や土の泥濘化などが促進され、盛上り土がスムーズに排出されやすいこと

から施工時の地盤変位などの周辺環境への影響が少ないという特徴がある。 

N=0 のシルト層ならびに N<30 の砂層を改良対象とした地盤での、地中・地表面変位の測定結果を図-2 に

示す。地中変位は M1・M2 タイプともに改良体の外周から 1.0 m 離れた位置で最大で+5.0 mm 以内に収まっ

た。また、地表面高の変位についても、改良体の外周から 2.0 m 離れた位置で最大で+0.3 mm 程度（M1 タ

イプ）であり、隆起・沈下はほとんどなく、低変位であることを確認した。 

 

 

(a) 攪拌装置全景 (b) M1 タイプ (c) M2 タイプ 

図-1 攪拌翼概要図 

 

 

 

(a) 測定位置（平面図） 

 

 

(b) 地表面変位 (c) 地中変位 

図-2 地中・地表面変位 測定結果 
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３．実大実験による出来形確認 3) 

3.1 実大工事概要 

実大実験では、実験土槽(平面 6 m × 8 m、深さ

4.5 m)内に人工的に作製した地盤にて、本工法にて

改良体の造成を行い、養生後に改良体を掘り出し、

改良体出来形・品質を確認した。出来形確認では、

3D スキャナーを用いて改良体の点群データを取得

し、改良径を計測した。品質確認では、改良体の断

面に対して針貫入試験を実施し、換算一軸圧縮強さ

を計測した。作製した人工地盤は火山灰質粘性土で

あり湿潤密度 1.43 g/cm3、含水比 33 %、SWS 試験

結果からの換算 N 値は 2＜N≦4 とした。施工仕様は

表-2 に示す通り本工法の標準仕様 1)と固化材添加量

より、貫入時間を 1.7 分/m とし、 引上時間は概ね

上限値である 2.1 分/m と下限値の 3.0 分/m を採

用し、 上部 1 m と下部 1m で引上時間 を変更する

施工仕様とした。 

3.2 出来形確認 

改良体の出来形確認では、掘削により改良体を露

出させ、3D スキャナーにより改良体をスキャンし、

点群データを取得し計測した。掘削後の改良体を写

真-3、改良体の点群データを図-3 に示す。取得デー

タは点群処理ソフトを用い、深度方向に 10 cm 間隔

の断面を作成した。各深度の改良径は、等角度で 8 分

割した箇所で中心から外周までの距離を計測し、そ

の最小値を半径とした。各深度の改良径の計測結果

から描いた改良体概形を図-4 に示す。計測結果よ

り、改良径は上部 1 m の区間でφ2,412～2,616 mm、

下部 1 m の区間：φ2,408～2,588 mm と、いずれも

計画改良径φ2,400 mm を上回り、設計径、+10%以内

で制御することができた。 

3.3 品質確認 

改良体の品質確認では、掘削した改良体をワイヤ

ーソーを用いて、深度方向に垂直に切断し、改良体断

面を露出させた。この断面において、引上げ時間を

3.0m/分で施工した上部 1 m 区間の改良上端から-

200～-600 mm の深度にて、改良体断面を縦横 20 cm

×20 cm で 15 分割し、写真-5 に示すように軟岩ペ

ネトロ計を用いて針貫入試験を実施し、換算一軸圧

縮強さを測定した。 

表-2 実大試験施工仕様 

施工タイプ M2 タイプ 

改良径
外径(拡径) φ2400 mm 

内径 φ1600 mm 

攪拌翼径 φ1600 mm 

改良長 2000 mm 

改良材噴射圧力 35 MPa 

改良材吐出量 320 L/分 

改良材水固化材比 80 % 

貫入時間 1.7 分/m(0.58 m/分) 

引上 

時間 

上部 3.0 分/m(0.33 m/分) 

下部 2.1 分/m(0.47 m/分) 

回転数 

(貫入) 
 25 rpm 

回転数

(引抜) 

上部 35 rpm 

下部 25 rpm 

 

写真-3 掘削した改良体 

 

 

43



試験結果および換算一軸圧縮強さの変動係数を

表-3 に 、換算一軸圧縮強さと改良体中心からの

距離との関係を図-5 に示す。換算一軸圧縮強さ

は 1,500～3,500 kN/m2 の範囲に分布しており、

内径部と拡径部の平均値は同程度であった。ま

た、換算一軸圧縮強さの変動係数は、全体で 31.1%

（内径部：33.2%、拡径部：27.8%）であり、一般

的なスラリー攪拌工法の一軸圧縮強さの変動係数

25～35%の範囲 4)と同等の品質を有していること

を確認した。 

４．まとめ 

複合噴射式大口径深層混合処理技術の HCM 工

法（Hybrid Control Mixing Method）は最大φ

2,400mm の改良体を造成可能である。 

実大実験による出来形確認では、造成した改良

体は計画改良径φ2,400 mm 以上であり、計画改

良径に対して、+10%以内で制御できることを確認

した。 

品質確認では、換算一軸圧縮強さは 1,500～

3,500 kN/m2 の範囲に分布し、内径部と拡径部の

平均値は同程度であった。また、変動係数につい

ては一般的なスラリー攪拌工法と同等の品質を

有していることを確認した。 

 

参考文献 

1) 複合噴射攪拌協会：HCM 工法技術・積算資料（第

1 版）.2024. 

2) 島野、藤田俊文：小型ベースマシンを用いた大

口径スラリー攪拌工法, 第 48 回地盤工学研究発

表会講演集, pp.947-948, 2013. 

3) 熊田、山口、中西：複合噴射攪拌式深層混合処

理工法の施工性,出来形および品質確認,第 60 回

地盤工学研究発表会,p23-3-1-04,2025. 

4) 地盤工学会：地盤改良効果の予測と実

際,pp.215-216,2000. 

図-4 改良体概形図 

 

 

写真-5 改良体断面と針貫入試験状況 

 

表-3 針貫入試験結果と変動係数 

箇所 
検体数

(個) 

一軸圧縮強さ (kN/m2) 変動 

係数 平均値 標準偏差

全体 90 2,517 783 31.1% 

内径部 54 2,501 830 33.2% 

拡径部 36 2,542 706 27.8% 

 

 

図-5 換算一軸圧縮強さと改良体中心からの距離の関係
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インフラ構造物の軟弱地盤対策における固結工法 

 

株式会社不動テトラ 髙田 大輝*1 

菅 章悟*2 

杉本 知弘*3 

 

１．はじめに 

近年、社会経済活動の維持・発展の基盤となる社会インフラの整備は、我が国における重要課題の一つであ

る。特に、交通施設、海岸施設、港湾施設といったインフラの整備・強化は、地域の活性化や国土の強靭化に

不可欠である。 

我が国の国土に広く分布している沖積平野や海岸埋立地などにおける軟弱な粘性土や緩い砂質土が堆積す

る場所にインフラ構造物を建設する場合、構造物に甚大な影響が生じる。軟弱地盤によって生じる問題に対し

て、我が社では、地盤改良工事を行うことで、インフラ整備の貢献に取り組んでいる。 

本稿では、軟弱地盤対策として代表的な地盤改良工法のうち、「固結工法」に分類されている深層混合処理

工法について、我が社の最新の技術動向と北海道で実施された施工事例を紹介する。 

 

２．軟弱地盤問題 

 図-1 に、インフラ構造物建設時における軟弱地盤の諸問題を示す。例えば道路盛土では、盛土時に原地盤の

せん断抵抗を上回るせん断応力が生じるとすべり破壊が発生する。さらに、粘性土地盤であれば、荷重によっ

て地盤中の間隙水が排水されて体積が減少し、圧密沈下も生じる。また、埋立地や在来地盤が緩い砂質土の場

合、地震等で発生するせん断応力により間隙水圧が上昇し、有効応力を失うことで液状化が発生する。この現

象により、液状化した地盤直上の構造物だけでなく、側方流動などの影響で周辺構造物などにも変状をきたす。

他にもインフラ構造物を建設するに当たって開削工事を行う際に、底盤が軟弱であれば、ボイリングや盤膨れ

などの問題も発生する。 

 このような軟弱地盤に対してインフラ構造物を構築する場合は、様々な問題が生じ、必要に応じて適切な対

策を講じなければならない。 

 

 

*1 Taiki TAKADA   北海道札幌市中央区北 1 条 7 丁目 3 番地, TEL：011-233-1640, FAX：011-233-1641 

*2 Shogo SUGA  北海道札幌市中央区北 1 条 7 丁目 3 番地, TEL：011-233-1640, FAX：011-233-1641 

*3 Tomohiro SUGIMOTO 宮城県仙台市青葉区国文町 1-6-9, TEL：022-262-3411, FAX：022-262-3416 

 
図-1 軟弱地盤による諸問題 1)に加筆 

盛土 埋立

地震

掘削

（除荷）
沈下

安定

土圧変化

地下水変化
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３．地盤改良工 

 地盤改良工は、前章で述べた問題に対して、被害の防止・抑制を目的として実施されるものであり、改良目

的や施工条件に適した工法の検討・選定をしなければならない。 

地盤改良工の対策原理は、1）置換、2）圧密・排水、3）締固め、4）固結、5）補強があり、本稿で紹介す

る深層混合処理工法の改良原理は「固結」である。 

「固結」の改良原理は、軟弱土とセメントや石灰等を混合させて、化学的作用により、地盤自体を固めるも

のである。「沈下問題」や「安定問題」では、沈下量低減やせん断抵抗増加を期待でき、「液状化問題」では、

格子状に改良体を配置することで、地震動によるせん断変形の抑制が期待できる。 

 

４．深層混合処理工法 

 深層混合処理工法は、主に 2 種類の工法に大別されており、機械攪拌式と高圧噴射攪拌式がある。機械攪拌

式には、改良材をスラリー状にして施工する「スラリー系」と改良材をスラリー化せず粉体のまま空気輸送し

て施工する「粉体系」がある。一方、高圧噴射攪拌式は、高圧の空気、水およびグラウト材で改良範囲の原地

盤を粉砕し、切削部分に改良材の充填あるいは改良材と切削土を攪拌混合して改良体を造成する工法となる。 

本項では、様々なニーズに対応すべく開発された我が社の深層混合処理工法についての紹介を行う。 

 

４．１ 機械攪拌式深層混合処理工法「CI-CMC 工法、CI-CMC-HA 工法、CI-CMC-HG 工法」 

 CI-CMC 工法（CI-CMC-HA 工法、CI-CMC-HG 工法）は、「スラリー系」の機械攪拌式深層混合処理工法で

あり、攪拌翼を用いてセメントスラリーと軟弱土を強制的に攪拌混合することで円柱状の改良体を造成する

工法である。 

 

４．１．１ CI-CMC 工法 

 CI-CMC 工法は、従来の深層混合処理工法で抱えていた課

題である「コスト縮減」、「高品質化」、「硬質地盤への対応」、

「近接施工への対応」を可能とした工法である。 

本工法の特徴は、セメントスラリーの吐出方式に「エジェ

クター吐出」を採用していることである。「エジェクター吐

出」とは、図-2 に示すように、攪拌翼に内蔵している装置

で、セメントスラリーと圧縮空気を同時に霧状で高速噴射

させる画期的な吐出方式である。この特殊な吐出方式によ

り、従来工法と比べて改良域全体に固化材を散布すること

ができるため、大径であっても高い攪拌能力を発揮

し、高品質でバラツキの少ない改良体を造成すること

が可能である。 

 さらに、噴射される霧状スラリーが土を破壊し、土

粒子の流動性を高めることから、攪拌翼の貫入・攪拌

の負荷が低減する。さらに、図-3 に示すように、エア

リフト効果で土が移動しやすくなり、投入したスラリ

ー量に応じた量の排泥が攪拌域直上にスムーズに移

動するため、従来工法や他の変位低減型工法に比べて

図-2 エジェクター吐出方式 概要図 

高速噴射される
霧状スラリー

エアー

セメントスラリー

吐出口

混合室

土の破砕効果
流動性増加

図-3 エジェクター吐出方式を採用した低変位施工
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施工時における周辺地盤への変位影響を抑制できる。 

 

４．１．２ CI-CMC-HA 工法 

 CI-CMC-HA 工法は、前述した CI-CMC 工法の特徴

に加えて、硬質な地盤に対応するために、攪拌翼の形

状を改善している。図-4 に示すように（1）上端翼ビ

ットの設置、（2）攪拌翼の先端ヘッドの改善、（3）掘

削ビットの位置変更、（4）エジェクター吐出口位置の

変更の 4 項目の改善を行った。 

（1）上端翼ビットは、引抜時の抵抗を軽減するため

に設置した。（2）攪拌翼の先端ヘッドは、掘削した土

を上下に移動させることを容易にするために、中心部が突出したスパイラル形状に改善した。（3）掘削ビット

は、左右の攪拌翼で全断面を均一に掘削できるように配置の変更を行った。（4）エジェクター吐出の位置は、

攪拌翼部に配置変更した。これらの改善を行うことで、硬質地盤への対応が可能となり、砂質土では、N 値 50

程度、粘性土では、N 値 15 程度までの適用拡大を実現した。 

 さらに、本工法では、オペレーターがこれまで手動で操作していたエジェクター吐出におけるエアコントロ

ールを自動制御化することで、改良体のバラツキを抑制することができるとともに、オペレーターへの負担の

低減を可能とした。 

 

４．１．３ CI-CMC-HG 工法 

東日本大震災以来、これまで強度が十分で地盤改良が不要とさ

れていた超硬質地盤でも改良が不要となる場合や、構造物によっ

ては、改良体を堅固な地盤へ確実に根入れするケースが増加して

いる。 

このようなニーズに対して、CI-CMC-HG 工法は、超硬質地盤

に対応可能となった工法であり、図-5 に示すように、通常の CI-

CMC 工法に使用されるオーガーの約 2 倍のトルクを有する「高

トルクインバーターモーター」を採用した。超硬質オーガーを使

用することで、N 値 50 を超える砂礫地盤や N 値 30 程度の粘性

土地盤への貫入を可能とした。 

さらに、貫入補助として、攪拌翼の先端からエアーとセメント

スラリーを噴射する先端吐出機構を併用することで、貫入抵抗を

低減させることが可能である。 

通常の CI-CMC 工法の場合は、超硬質地盤へ貫入する際に、混

在している転石により施工性を低下させる懸念があったが、先端吐出機構を実装することで、施工性を落とさ

ずに超硬質地盤中の転石を動かしながらの施工が可能となる。 

 

４．２ 高圧噴射攪拌工法（FTJ 工法、FTJ-FAN 工法） 

 FTJ 工法および FTJ-FAN 工法は、「高圧噴射攪拌式」に分類されており、超高圧のジェット噴流によって地

盤を切削し、セメント系固化材を用いて攪拌混合することで改良体を造成する工法である。 

図-4 CI-CMC-HA 工法 攪拌翼の改善 

図-5 超硬質オーガーと先端吐出機構 

超硬質オーガー

先端吐出機構

エジェクター吐出
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４．２．１ FTJ 工法 

FTJ 工法は、図-6 に示すように、攪拌翼に

設けた 2 箇所のノズルから高圧で大流量のセ

メントスラリーを噴射し、攪拌混合する。こ

のように複流線のセメントスラリー噴射によ

り、施工の高速化・大径の円形の改良体を造

成することが可能な工法である。 

本工法は、単管式（グラウト噴射）と二重

管式（エア・グラウト噴射）を用途と目的に

応じて使い分けることができ、エアーを使用

しない単管式では、水中施工が可能である。

例えば、岸壁前面矢板と地盤改良体間の間詰

め改良を行うなど、水質汚濁を抑制しなけれ

ばならない現場で、環境に配慮して施工を行

うことができる。また、エアーを使用する二

重管式では、地盤変位の抑制が可能であり、

構造物が近接している現場において効果的で

ある。 

本工法は、施工条件に応じて施工機械を選

定することが可能であり、図-7 に示すように

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ機（FTJ-S 型）、自走式超小型機お

よび小型機（FTJ-N 型）の選定が可能である。 

 

４．２．２ FTJ-FAN 工法 

近年、増加している既設構造物の耐震強化

やリニューアル化の流れの中で、構造物直下

を改良する市場ニーズも拡大している。FTJ-

FAN 工法は、この市場ニーズに対応すべく、

通常の FTJ 工法よりも噴射能力を向上させ、

切削距離の増加と構造物直下を任意の角度の

扇形あるいは矩形（長方形）などの必要範囲の効率的な改良を可能とした工法である。 

本工法の特徴は、通常の FTJ 工法とは異なった攪拌翼を装備しており、図-8 のように、攪拌翼の正面に水

平に取り付けた複数の噴射ノズルにより、高圧かつ大流量のセメントスラリーの揺動噴射ができることに加

えて、揺動制御装置によって、噴射方向の制御が可能であり、任意の角度を有した改良体の造成を可能とし

たことである。図-9 に本工法の適用イメージを示す。従来の高圧噴射攪拌工法であれば、既設構造物直下を

改良する場合、既設構造物を削孔し改良する必要があったが、FTJ-FAN 工法では、切削距離が向上し、長距

離の噴射が可能であるため、構造物を削孔することなく構造物直下の改良が可能である。また、扇形あるい

は矩形の自由な形状で改良体を造成できるため、改良が必要な範囲に対して、効率的で無駄のない改良断面

の配置ができる。 

図-6 FTJ 工法 攪拌翼 

（左図：一般軟弱地盤用、右図：硬質地盤用） 

図-8  FTJ-FAN 工法 攪拌翼 

（左図：扇形改良用、右図：矩形改良用） 

図-7  FTJ 工法 使用施工機械 

（左図：FTJ-S 型、右図：FTJ-N 型）    
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４．３ Mole Eco Jet（モールエコジェット）工法 

 近年の建設市場では、「都市再生」、「維持管理」、「老朽

化対策」、「耐震化」などに着目した市場が増加してい

る。これらの市場は、既設構造物への対応が多く、現行

の小型施工機でも施工困難な狭隘地や空頭制限のある場

所での対応が求められている。 

Mole Eco Jet 工法は、新発想の回転機構を実装した高

圧噴射攪拌工法であり、図-10 に示すような、同軸上に

ない噴射口（ノズル）から噴射したセメントスラリーの

噴射反力により、先端部のみが自ら回転する機構を実装

している。この機構により、施工機械の大幅な小型化を実現させ、図-11 のように、人が運搬できるサイズま

で施工機械を小型軽量化したため、施工補助クレーンも不要となり、狭隘地や建屋内部、構造物地下といっ

た厳しい施工条件においても地盤改良が可能となった。 

 

 

図-9  FTJ-FAN 工法 適用イメージ図 

構造物削孔が

必要な改良体

従来高圧噴射攪拌工法 FTJ-FAN工法
構造物範囲

構造物範囲

構造物削孔が

必要な改良体

扇形改良体

矩形改良体

構造物の削孔が不要

構造物の削孔が不要

図-11 Mole Eco Jet 工法（左図：施工機械、中図：運搬イメージ、右図：施工イメージ） 

図-10 独自回転機構 概要図 
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５．軟弱地盤対策工事例「大津海岸高潮対策工事」 

 北海道中川郡豊頃町に位置する大津海岸では、海

岸に沿う形で住宅等が立地しており、地震時の津波

による被害を防止する目的で新設護岸の建設が進め

られている。R6 年度、R7 年度における大津海岸高

潮対策工事（以下、本工事とする）では、新設護岸の

沈下、支持力および液状化対策の地盤改良工事とし

て、図-13 に示すように CI-CMC 工法で施工を行っ

た。 

 図-14 に施工断面例を示す。本工事は、粘性土や砂

質土を対象として、地盤改良工事を行うものであっ

た。改良長は施工位置に応じて 3.3m～7.3m であり、

設計基準強度 quck＝1,100kN/m2 であった。図-15 に

平面配置図を示す。標準配置はφ1,600mm×2 軸ラ

ップ形式の改良率 ap＝88.2％である。平面配置はこ

れを満足するように配置されており、本工事におい

て、600set 程度施工した。 

本工事の特徴は、前述のように複数の軟弱土層が

堆積する地盤において、土層ごとにセメント添加量

を設定して施工を行ったことである。さらに、CI-

CMC 施工時に発生する盛上り土は自硬性を有する

ため、その特性を活かし護岸背面の埋戻し材として

転用が計画されている。 

 

 

図-15 CI-CMC 工法 平面図  

図-14 CI-CMC 工法 施工断面例 

図-13 CI-CMC 工法 施工状況 

R7 年度施工 

R6 年度施工
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図-16 は、施工後の品質確認として事後調査ボーリングを実施し、改

良体の深度ごとに一軸圧縮強度試験を行った結果である。試験結果は、

全てにおいて、設計強度を満足しており、高品質の改良体を造成され

ていることが確認されている。 

        

６．おわりに 

 本稿では、我が社の最新の技術動向として固結工法である「CI-CMC

工法」、「FTJ 工法」、「Mole Eco Jet 工法」の概要と北海道で実施された

施工事例を紹介した。 

 固結工法は、軟弱地盤対策として多くの実績を有しており、インフ

ラ構造物を建設するうえで重要な役割を担っている。軟弱地盤により

発生する被害を未然に防止するために、今後も様々なニーズに対応し

た工法の開発・実用化を目指していきたい。 

 

参考文献 

1) 社団法人地盤工学会：入門シリーズ 27 土の活用法入門, 2003 

図-16 一軸圧縮強度試験結果 
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